
平２６技 第１１号

平成２６年４月１０日

各位

一般社団法人 日本ガス協会

専務理事 蟹沢 俊行

「製造設備等耐震設計指針（追補１）」の発行について（周知） 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は弊協会活動にご協力いただき、誠にありがとうございます。

さて、この度、標記追補版を発行することとなりましたので、弊協会のホーム

ページからダウンロード（無償）いただきますようお願い申し上げます。

なお、追補版の改訂内容以外の部分は、現行の製造設備等耐震設計指針（JGA
指-101-12）の通りとなりますので、現行指針と追補版を併せてご活用頂くよう
お願いいたします。

敬具

■ダウンロードが可能となるデータ

 製造設備等耐震設計指針（追補１）

■掲載先

＜一般ホームページ＞

・発行図書オンラインショップの発行図書差込資料及び正誤表

以上

担 当：技術部 製造技術グループ 土井、伊藤、小島、鈴木

ＴＥＬ：０３－３５０２－１５７２



JGA 101 14





委 員 会 名 簿

（敬称略：順不同）

＜ガス工作物等技術基準調査委員会＞

委 員 長  片 山  恒 雄 東京大学 名誉教授 

副委員長  小 林 英 男 東京工業大学 名誉教授 

副委員長  豊 田 政 男 大阪大学 名誉教授 

委 員  清 野 純 史 京都大学大学院 地球環境学堂 教授 

委 員  久 保 内 昌 敏 東京工業大学大学院 理工学研究科 化学工学専攻 教授 

委 員  鈴 木 隆 之 独立行政法人産業技術総合研究所 先進製造プロセス研究部門 

機能・構造予測検証研究グループ 研究グループ長 

委    員  西 村  寛 之 京都工芸繊維大学大学院 工芸科学研究科 

 先端ﾌｧｲﾌﾞﾛ科学部門 教授 長もちの科学研究センター長 

委 員  福 和 伸 夫 名古屋大学 減災連携研究センター センター長・教授 

委 員  堀  宗 朗 東京大学 地震研究所教授 

委   員  吉 川 暢 宏 東京大学 生産技術研究所 教授 

委   員  宮 下  研 日鉄住金パイプライン＆エンジニアリング㈱ 

取締役常務執行役員 技術・品質本部長 

委   員  浅 野 嘉 章 ＪＦＥエンジニアリング㈱ パイプライン本部ガス導管事業部 

 事業部長 

委   員  土 田 義 夫 川崎重工業㈱ プラント・環境カンパニー 化学・低温貯槽プラント 

総括部 総括部長 

委    員  門   謙 一 郎 日揮㈱ エンジニアリング本部ＥＮテクノロジーセンター 部長代行 

委    員  鈴 木 健 一 鹿島建設㈱ 常務執行役員土木設計本部長 

委    員  那 須 原 和 良 清水建設㈱ ecoBCP 事業推進室 室長 

委    員  秋 山 隆 史 東京ガス㈱ 導管ネットワーク本部 導管部長 

委    員  池 島 賢 治 大阪ガス㈱ 取締役常務執行役員 ガス製造・発電事業部長 

委    員  加 藤 孝 治 東邦ガス㈱ 導管部長 

委    員  杉 森 毅 夫 （一社）日本コミュニティーガス協会 技術部長 

委    員  和 田 洋 幸 (一社)日本ガス協会 常務理事 

参   加  大 本 康 治 経済産業省 商務流通保安グループ ガス安全室長 

参   加  溝 口 充 史 経済産業省 商務流通保安グループ ガス安全室 

ガス検査専門職（技術担当） 

参   加  川 原 佑 介 経済産業省 商務流通保安グループ ガス安全室 

ガス検査専門職 ガス・熱供給保安係長 



＜第一小委員会＞ 

小委員長  小 林 英 男 東京工業大学 名誉教授 

委    員  吉 川 暢 宏 東京大学 生産技術研究所 教授 

委    員  池 島 賢 治 大阪ガス㈱ 取締役常務執行役員 ガス製造・発電事業部長 

委   員  近 藤 清 隆 北海道ガス㈱ 執行役員 生産技術部長 

委    員  芝 田  修 酒田天然ガス㈱ 取締役技術部長 

委    員  酒 井 達 能 東京ガス㈱ エネルギー生産部生産管理グループ マネージャー 

委    員  内 野 整 一 東京ガス㈱ 生産エンジニアリングﾞ部生産技術推進グループ 

マネージャー 

委    員  増 田 信 之 東邦ガス㈱ 生産計画部長 

委   員  鏡 味 伸 輔 東邦ガス㈱ 技術部長 

委   員  吉 田 克 也 大阪ガス㈱ ガス製造・発電事業部 計画部長 
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【正誤表】



製造設備等耐震設計指針 JGA 指－101－12                                            平成 26 年 4 月 一般社団法人 日本ガス協会

誤 正 コメント 

7.2 エネルギー法 

エネルギー法によるレベル 2 耐震性能評価は、次に規定するところによる。

7.2.1  塑性率評価法 

塑性率評価法によるレベル 2 耐震性能評価は、損傷モード *1 ごとに設計修正震度を用

いて応答塑性率を計算し、これが許容塑性率を超えな

【解 説】

*1 「損傷モード」とは、設備の耐震上重要な部材に生じる損傷の形態をいう。

7.2.1.1 設計修正震度 

(1)  塔槽類等及び配管系の設計修正震度は、それぞれ 4.2.3.1 及び 5.2.2 に定めるところ
により得られる値とする。この場合において、基準応答倍率 **1は図 7-1 により求めら
れる値を用いるものとする。ただし、部材の塑性変形による固有周期の長周期化に伴

い、水平方向の応答倍率が増加する可能性がある場合は、その影響を適切に評価して

応答倍率を求めるか、又は地盤種別ごとの基準応答倍率の最大値を用いることとする。

図 7-１ 基準応答倍率

(2)  基礎の設計修正水平震度は、6.2.2.1 に定めるところにより得られる設計静的水平震
度をもって替えることができる。
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記載ミスの修正

基
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誤 正 コメント 

8.3.2 降伏震度 

《略》 

(7) ベースプレートの損傷モードに係る降伏震度
(a) 基礎コンクリートの支圧力によるベースプレートの曲げ降伏に係る降伏震度

《略》

bORσ ：通常荷重によりベースプレートに生じる曲げ応力で、次の算式により得ら

 れる値（N／mm2）
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t ：ベースプレートの板厚（mm）
bD ：図 8-11 に示すベースプレートの直径（mm）

cD ：図 8-11 に示す支柱の外径（mm）
n、 VF 、 BD 、 HF 、 CH 、 4C 、 HS 、θ、 VW ： (1)に規定する値

図 8-11 ベースプレート

(b) 基礎ボルトの引抜き力によるベースプレートの曲げ降伏に係る降伏震度

bET

bOTy
MHybT

F
KK

σ

＋σ

ここで、

ybTK ：基礎ボルトの引抜き力によるベースプレートの曲げ降伏に係る降伏震度

MHK ：7.2.1.1 に規定する設計修正水平震度

bETσ ：地震荷重によりベースプレートに生じる曲げ応力で、次の算式により得

られる値（N／mm2）
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yF ：ベースプレートの材料の降伏点又は 0.2％耐力（N／mm2）

bOTσ ：ベースプレートの曲げ応力の通常荷重による減少幅で、次の算式により

得られる値（N／mm2）
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aD ：基礎ボルトの穴径（mm）
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数式に誤りがあっ

たため修正


